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自分の持っている良さを，日本以外の人，企業，政府，社会に，どれだけ
効果的に伝えることができるかということです。語学を含めて伝える技術
は勿論必要ですが，その前に伝えるものがないといけません。同時に，コ
ミュニケーションは一方通行というわけにはいきませんから，向う側の考
え方をどれだけ正確に吸収できるか，それがないと国際的には通用しない
と思います｡
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　あとの３割をいくつかのサービス分野と考えています。（中略）情報処理と
いってもいろいろな分野があるわけで，複写に関達する分野として，ファ
クシミリ，コンピュータ，プリンター，この辺のことは当然のこととして，
われわれ今後も，重要な分野になると思っています。もう１つは最近，ォ
フィスにおける文書づくりで，コンピューターを具備したワークステーシ
ョンが中心となっていますが，　これは，将来のうちのシステムにとって不
可欠のものであり，他社と差をつけるのはここがＫｅｙだと考えています。
あとはblack and white がカラー化していくとか，デジタル化が進むと
か，これは，それほどめずらしい話ではない。（中略）大手のお客様には，
我々がドキュメント・マネジメント・システムと呼んでいる，そのシステ
ムを生かした形で使っていただく。また，この６・７年の間に我々が努力
して広げてきた低辺市場については，皆さんがシステムを必要とするわけ
ではありませんから，単独の，しかもかなりデジタル化した製品を沢山出
していくということです。（中略）
　われわれの今後の事業分野として，大きな意味でのサービスがあります。
例えば，教育事業，物流，ソフトウェアの開発会社，サプライ関係等で，
これらは独自の会社として，富士ゼロックスの連邦経営を構成していくこ
とになる。ゼロックス社が何年か前に，損保の会社を買収して金融部門に
かなり積極的に参入し，昨年あたりは，それが大きく利益に貢献しました。
日本でも，金融サービスの分野はいろいろ新しいものが出てきているし，
リースを含めて，ここは将来，富士ゼロックスにとっても非常に有望な分
野になるのではないかと思っています。（中略）
　うちのような合弁会社に限らず，日本企業はこれから益々，国際社会の
中で活躍することになりますが，その際，国際経営者として次の３つぐら
いが大切と考えています。１つは，その人が経営者である前に人間として，
日本で充分通用する人物であること，第２は，自分の会社が日本で評価さ
れる成果をあげていること，そして第３は，個人として，また企業として，
－96（91）－
りと継承されてきました。最近，富士ゼロックスの社長がゼロックス社の
社内役員になったが，一般的に云えば，子会社の社長が親会社の社長に対
してお目付け的役割を果すわけで，これなんかは，ゼロックスの富士ゼロ
ックスに対する信頼関係を単的に示していると思います。（中略）ほかの外
資系企業に比べ，富士ゼロックスではかなり初期から，抜術や商品開発に
ついて全く自由にやってきましたが，その代り，結果については責任をと
る。これが，社員のやる気を育て，社員も成果に結びつけるよう大いに頑
張りました。（中略）富士ゼロックスでは，富士フィルムから何人かの協力
も得ましたが，あとは独自に人を取りました。当初は中途採用者も多く，
千差万別で，そういう人達がchanceを与えられて大変な努力をした。初
期には，こういう人達のある意味では一匹狼的な，仕来たりとか慣習にと
らわれない良さが如何なく発揮されました。それに，最初の10年は独占の
技術があり，また一方で経済環境も良ったし，事業の合理化を徹底してや
った。そういうものが結びついて，順調な発展を遂げてこれたと思ってい
ます。
　高収益については，ゼロックスの場合，ある最低の利益目標があって，
我々も特に初期の10年間，税引で出来れば10％，悪くても８％，そこに結
びつかない企画だとか商品は切っていきました。これが結果的に，収益の
高い分野のみに参入し，低辺の複写機のシェアの点で代償を払うことにな
りましたが，しかし，大型・中型・小型機をひとまとめにしたマーケット
・シェアは意味がない。マーケットにはセグメントというものがあって，
セグメントごとにシェアをどう取っていくかが今日でも大切だと考えてい
ます。（中略）
山口：最後に，貴社の将来計画の柱について，また，国際経営者の資質に
ついてどのような考えをお持ちであるのか，併せてお聞かせ下さい。
小林：複写機の専門メーカーから総合情報企業への脱皮ということで，う
ちとしては，大きく７割ぐらいをドキュメントを中心とした情報処理分野，
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　２年後に，ライバル会社が出すものより良いものを出す。２年で新製品
を開発するというのは，ゼロックス流のやり方でいくと考えられないこと
で，もし富士ゼロックスが100％出資の子会社であったなら，これは実現
できなかったかもしれません。（中略）ＴＱＣは76年（昭和51年）から始った
のですが，基本的にそれは，市場が一体何を求めているのか，市場に対し
て競争会社はどんなものを提供し，提供しようとしているのか。そういう
ことを事実にもとづいてきちっと見極めをして，その中で一番大切なもの
をはっきりさせる。その大切なものを実現するには，どうすれば良いか。
それは全社的に，機能別にも階層別にも，その方向に対して努力のベクト
ルを一致させて，方針とか管理目標とかに具体的に数値化する。それは，
サークル活動という問題でなく，社長からまさに新入社員まで全社で徹底
してやるということです。私達は，朝香教授という非常に優れた指導者に
も恵まれました。そして２年後,他社に絶対に負けないというFX 3500を
出すことができました。（中略）ＴＱＣの基本は，私がウォートン・スクー
ルで30年前に学んだことと少しも変っていません。要は，それを本気でや
るかやらないかということです。　うちの場合も丁度10年たちましたが，最
近はマンネリ傾向，形式主義に流れるきらいがあり，今後は，その基本を
いかしながら少しづつ違ったやり方をしないと，本来の主旨がいきないと
考えております。
山口：過去25年を振り返って，貴社が順調な発展を遂げ，しかも高収益を
あげてこられた要因を，社長様御自身はどのように分析されておられます
か。
小林：まず両株主間，しかもトップ間で非常にしっかりした信頼関係が維
持されてきたこと，それと社員たちのやる気，頑張りです。（中略）ジョイ
ント・ベンチャーでも最初はいいんだが，人が替ると方針が変ることは良
くあることで，これは欧米的なカルチャーではやもうえないことだが，幸
いゼロックスの場合，代替りしても富士ゼロックスに対する態度はしっか
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もとウイルソン家というのはロチェスターでも昔からの旧家で，ウイルソ
ン社長自身はハーバードのビジネス・スクールを出ています。この人は非
常にできた人で，むしろ大学に残れといわれたくらいで，いろいろな意味
で優れた能力を持ち，２流・３流では我慢できなかった。従って，当時，
いなか会社とみられていた小さな会社としては，ウイルソンの後継者とな
ったピーター・マッカロウをはじめとして実に多くの優秀な人を集めまし
た。適当に，いい加減に，程々にということには極めて厳しく，むしろそ
れを許さない。ウイルソンが一番良く使った言葉はexcellenceで，それは
卓越するということです。富士ゼロックスとしても，こうした伝統の原点，
ともいうべきものは，常に心していきたいと考えております。
山口：貴社は，国内ライバル会社の出現，オイル・ショックという二重の
脅威を, TQC活動の展開によって無事乗切ってこられましたが，その成
果をどのように評価しておられますか。
小林：競争の出現については，勿論，71年（昭和46年）からパテントが切れ
るということは何年も前から分っていましたから，富士ゼロックス単独で
も，またゼロックス社と一体となっていろいろなstudyをしておりました。
一例をあげると，アベグレンのボストン・コンサルティング・グループか
らは，徹底的に値下げしてマーケット・シェアを広げるべきだという提案
がありました。当時のコピー１枚の平均価格が13円，それを５円に下げみ
というのは理屈では分るが，それでシェアが保証されるわけではない。戦
略的に広汎な販売網を展開して売りまくるということは，いま振返ってみ
ていろいろ議論の余地のあるところですが，我々は，それをやらなかった。，
（中略）我々にとって一番ダメージが大きかったのは，オイル・ショックが
起きてお客様のコスト意識が高まったことです。リコーが我々より早く
ＴＱＣを導入（昭和46年）して，「ニューリコピーDT 1200」（昭和50年発売）
という非常にいい機械を出した。その両方のインパクトが，結果的に，う
ちに新しい商品開発のシステムをつくる一つの転機となりました。
― 99 (88) ―
ィッツという当時の社長と会長，この二人に少くとも，私の父は非常に強
い印象を受けたことがあるようです。父も外人には若い時から会っていま
すから，それなりの判断基準を持っていたと思いますが，その父が家に帰
ってきて「従来，会ったこともないような大変すばらしい人に会った」と
いうことを，僕にも母にも話していた。これは，先の抜術とか事業の見通
しとは別にして，非常に重要な要因だったと考えています。（中略）
山口：貴社は設立当初から「企業の現地化・日本化」に見事に成功されま
したが，その要因をどのようにお考えですか。また逆に，技術・販売方法
以外に，ゼロックス・グループから引継いだものは何か外にあったのでし
ょうか。
小林：富士フィルムとゼロックス側がfifty-fiftyで合弁するとき，「この
会社は合弁企業ではあるが日本の企業として経営する」ということを，共
同事業契約の中ではっきりと明記しました。従って，今でも役員構成は半
々だが，ランク・ゼロックス社の派遣役員はこちらに一人もおいていませ
ん。全員，非常動で日本の役員が全て基本的に責任を持つということです。
（中略）こうしたことが可能になったのは，両社のトップの間に個人的な信
頼関係があったことと,交渉が始った昭和31.2年時点で,富士フィルムは日
本の写真フィルム業界でNo. 1であったことがあげられます。当時のゼロ
ックスの規模は富士フィルムに比べれば小さく，ゼログラフィという新し
い技術をもってきたということはあるが，誰もその将来性について証明し
ているわけではない。相対的な業界の地位からみて，富士フィルムに対し
て非常に大きな信頼を寄せていたということはあったと思います。（中略）
　ゼロックスが富士ゼロックスの初期に及ぼした一番大きな点は，全て第
一級のものしかやらない，また，やり方もfirst-classでしかやらないとい
うことです。それは，商品についても然り，人材，その他についても同様
です。（中略）ゼロックスの実質的な創始者というのはジョセフ・ウイルソ
ン社長の御祖父さんで，コダックから独立して事業を始めた人です。もと
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　者の努力が，これからの25年間に豊かな実りをもたらすものと確信して
　おります。」
　5.　トップ・インタビュー
　以下は，1987年（昭和62年）５月27日に，富士ゼロックス本社で行われた筆
者と小林陽太郎社長との，１時間余りの対談の内容を要約したものである。，
山口：本日は有難うございます。早速ですが，まず初めに，貴社設立の経
緯，ならびにその時点で富士写真フィルム社側，特に社長様御自身のお父
様にあたります当時の小林節太郎副社長を中心とするトップの方々が，ゼ
ロックス・ビジネスの将来性に対してどの程度の確信をお持ちであったの
か，お尋ねしたいと思います。
小林：父自身もそうだと思いますが，いま，うちの相談役をやっている庄
野（当時のゼログラフィ開発担当責任者）も，ゼロックス・ビジネスの将来性
についてあまり強い確信は持っていなかったと思います。（中略）富士フィ
ルムが何故ゼログラフィに目をつけたのかといえば，それは，ゼログラフ
イが将来の写真技術として非常に重要なものになる，銀も使わないという
点がＫｅｙで，その技術の入手のためにライセンス料を支払うというのが･
富士フィルムとして一番やりたい方法であったのですが，結果的に，ラン
ク・ゼロックスおよびその背後にあるゼロックス社が，それではいやだと
いうことでジョイント・ベンチャーになった。（中略）複写機について全々
見通しを持っていなかったかというと，これはけしてそんなことありませ
んで，富士フィルムでは既にクイック・コピーやＲＣＡ社のライセンスを
取ってこの市場に参入していましたから，ほどほどの商売にはなると見通
しを持っておりました。しかし，これほどのビジネスになるとは夢にも考
えていなかったと思います。
　富士フィルムのトップが，ランク・ゼロックスおよびゼロックス社と共
同で事業をやろうと考えた背景には，ゼロックス社のウイルソンとリノヴ
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タス社という，安定した理解ある親会社のもとで成長することができた
こともあげねばなりません。
　しかしながら，忘れてはならないもうひとつの重要な理由があります。
それは，富士ゼロックス創設以来のりーダーシッブであります。富士ゼ
ロックスは，ゼロックス社との合弁事業設立を推し進めた，当時の富士
写真フィルム副社長小林節太郎氏の，先見性に負うところが大きいので
す。小林氏は，生まれたばかりの新会社を７人の有能な人々の手に託し，
彼らが小林氏の夢を実現させたのです。この７人は，会社発展へのゆる
ぎない忠誠心と，その目的達成への献身的努力によって，富士ゼロック
スの輝かしい歴史の中で“七人の侍”として知られています。
　庄野伸雄氏はリーダーとして，以下に記す６人の有能かつ献身的な人
々を結集しました。和田洋氏は，複写機のレンタルという，それまで馴
染みのなかった新しい考え方を，日本のビジネスマンのあいだに定着さ
せました。尾河洋一氏は，富士ゼロックス独自の強固な技術基盤を持た
ねばならないという庄野氏の夢を実現しました。安田純氏は創業まもな
い会社に，ランク・ゼロックス社の意向に沿って充実したサービス体制
を築きあげました。剣持豊氏は，安田氏を助け，そのサービス体制を有
効に機能させる上で貢献しました。寺田又三氏は企画・管理部門を組織
し，この部門で指導的役割を果たしました。松永茂氏は財務分野で優れ
た手腕を発揮しました。信念と行動力にあふれた７人の多くは，今なお，
富士ゼロックスで重要な役割を果たされています。
　この“七人の侍”は，ここ数年，富士ゼロックスとの関係を担当して
いるゼロックス社のグラビン副会長の唱えた，“Xerox Philosophy”を
まさしく体現しているのです。その理念はThe corporationis only as
good as its people”すなわち，日本でいう“企業は人なり（Ｔｈｅ enter-
.priseis its people)”ということにほかなりません。私は，この企業理念
が富士ゼロックスにおいて今後とも生き続け，“七人の侍”とその後継
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山市に研修センターを建設したのは1966年（昭和41年），同研修所はその後
増改築を堂ねて1972年（昭和47年），収容人員160名の一大教育センターと
なった。また1967年（昭和42年）に大森研修所，1973年（昭和48年）に名古
屋研修所，そして1984年（昭和59年）10月には約20億円をかけて塚原研修
所を完成している。そこには，従業員の訓練に使用するゼロックスのオフ
ィス機器が2,000台以上設置され，ビテーオ・スタジオが２ヵ所あり，既
に6,000人以上の従業員がこの研修所で訓練を受け，短期間で２日間，１
番長い訓練は53日間であった。
　ところで本年（1987年）４月，ゼロックス・コーポレーションは富士ゼロ
ックス社創立25周年を記念して，“Xerox World, Fuji Xerox 25th Anni-
versary Issue” という小冊子を出版した。その冒頭において，ゼロックス
社取締役会長デービッド・Ｔ・カーンズが，“Ａ Tale of Ｓｅｖ。Ｓａｍｕｒai”
　「七人の侍の物語」とのタイトルの下に，富士ゼロックス社の成功要因を，
特に同社トップの人材に焦点をあてて非常にコンパクトにまとめているの
で，ここにその全文を参考までに掲載しておくことにする。
　　「富士ゼロックスは，創立25周年を迎えた今日，もっとも成功した日米
　合弁企業の一つに数えられています。競争の激しい日本市場で積極果敢
　に生産，販売活動を行う一方，ゼロックスの“製品開発”に大きく寄与
　し，この分野でも利益に貢献しています。富士ゼロックスのこのような
　目覚ましい成功の陰には，数多くの理由をあげることができます。まず，
　富士ゼロックスには，ゼロックス社の技術というよりどころがありまし
　た。また，富士ゼロックスが設立当初から，日本人の手によって経営さ
　れてきたことも，成功につながりました。当初，販売会社として出発し，
　その後，独自の研究開発部門と生産設備を作りあげるというステップを
　踏んできたことや，日本の優れた品質管理を最大限に活用したことも，
　その理由としてあげられます。そしてまた，富士ゼロックスが，ゼロッ
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数シェア36.0％は業界第１位を誇っている。キャィンの同年度全売上高は
5,754億円，うち複写機売上高は2,206億円，「パーソナルコピア」の販売を
通して急速にシェアを伸しており，また輸出比率も高い。これに対し富士
ゼロックス社の1985年度における連結ベースの全売上高は3,473億円（対
前年比14％増），このうち複写機関連分野が2,405億円（対前年比10.7％増）
で69.2％を占め, PPCへの依存度はかなり高い。 1962年（昭和37年）の設
立当初，資本金２億円，従業員数僅に19名で出発した富士ゼロックス社は，
創立３年目で黒字に転換，４年目にして初配当を行えるまでとなり，25年
後の今日，資本金100億円，従業員総数１万2,000名の一大総合情報産業メ
ーカーヘと生れ変り，業界でもトップの高収益企業として順調な発展を遂
げている。その要因としては，①ゼロックス社の製品・販売方式のユニー
クネス，②現地主義の徹底，③旺盛なる独立心と自主製品の開発能力，④
ＴＱＣ活動の成果，⑤親会社からの絶大なる信頼と協力関係，⑥ゼロック
ス・マン育成のための人材教育等を挙げることができる。
　このうち特に⑥について付言すると,富士ゼロックス社が創立当初,こと
のほか力を注いだものに，セールス・レップに対する営業教育と，サービ
ス・エンジニアに対するサービス教育があった。販売会社としてスタート
した同社とすれば当然の事と思われるが，一般にあまり社員教育が盛んで
なかった当時とすれば,それはやはりュニークであった。とりわけ,富士ゼ
ロックスでは中途採用者が多く，従って単にスキルを数える技術教育にと
どまることなく，ゼロックス・マンとしての全人教育,モチベーション教育
に重点がおかれた。また新規学卒者が大量に入ってくる1968年（昭和43年）1
頃から，富士ゼロックス営業教育にも，０ＪＴ（オンザジョブ・トレーニング）･
制度やコンピューター自主予習制度など，体系だった教育制度が取入れら
れていったが，そのベースには常にモーレツ教育があった。そしてそれが，
富士ゼロックス社にバイタリティを培う大きな要因ともなったのである。
同社では，今日でも収益の１％を教育と研修費用に当てている。千葉県流
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　（2）富士ゼロッブス社の成功要因
　図表Ｍは，我国ＰＰＣ（普通紙複写機）業界大手３社の最近における売上
高推移，収益性比率等を対比したものである。リコーの1985年（昭和60年）
度全売上高は4,901億円，うち複写機の売上高は2,572億円で，累計設置台
　　　　　　　図表Ⅵ　事務機大手三社の売上高・収益性比較
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クス・コーポレーションが,世界トップのミニコンメーカーであるＤＥＣ社とICメ
ーカーであるインテル社の協力によって完成したもの）を介して，ワープロとパ
ソコンを組合せた多機能ワークステーション「Ｊスター」と，ファイルサ
ーバー（共有電子ファイル），プリントサーバー（共有プリンター）などのサー
ビス群を結びつけ，情報の収集，創造，複製，伝達，保管，検索など，あ
らゆる面にわたる高度な情報処理を可能とするシステム機器である。また，
世界を変えるといわれたAI（人工知能）も着実に実用化の道を歩み始め，
富士ゼロックス社では既に1984年（昭和59年),AI関連応用システムを開発
する富士ゼロックス情報システム社を設立する一方，社内にもAI事業部
をスタートさせた。同社はそれまで,米国製のスーパーパソコン「1100」機
を手がけてきたが,1985年10月には国産初のAIワークステーション「1121」
　（「1100」に比べ処理スピードは４倍速く，日本語処理も円滑にこなす）を発売，
僅か１年余りで300台を販売し，その好評をバネに，1986年秋にはこの普
及版「1161」を発売して高いシェアを確保している。
　富士ゼロックス社は，それまで完全なアッセンブリー・メーカーであっ
たが，取扱い製品群の多様化，ゼロックス・グループ内における役割期待
の高まりを背景に，品質は部品の段階から作りこんでいかねばならないと
考え，1982年（昭和57年）６月，三重県鈴鹿市に富士ゼロックス100％の出
資子会社「鈴鹿富士ゼロックス社」を設立，ここで複写機の主要部品，フ
ァクシミリ，プリンターなどの情報機器も生産するようになった。また富
士ゼロックス社では，自社の社内教育のノウハウをもとに教育事業にも積
極的に進出し，その代表的なものとしてPSS（Profｅssional Selling Skills)
やICC (Inter Cultural Communication : 異文化間コミュニケーション）等が
ある。このうち前者は，営業マン対象の教育プログラムで既に50万人以上
の受講実績があり，後者は，国際交流を円滑にすすめるための能力を身に
つけるもので，国際企業としての富士ゼロックスならではの商品といえよ
う。
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ビスの拠点を築いており，後に開設された約500の特約店とともに，富士
ゼロッブス社の普及型複写機のマーケット・シェア回復，拡大に大いに寄
与している。
　4.富士ゼロックス社高収益の秘密
　（1）コピーメーカーからOISメーカーヘの脱皮（1981年一現在）
　富士ゼロックス社は，1982年（昭和57年）２月20日の創立20周年記念フェ
アにおいて，「複写機メーカーから総合情報産業企業への脱皮」を明確に
宣言した。現在，同社の主力分野たる複写機は設置台数でこそ，リコー，
キャノンなど国産勢の普及機に押されてシェア20％と低下しているが，高
速大型機ではダントツの強味を発揮し，複写枚数では50％以上という半独
占の状態を堅持している。しかし，同社売上の７割を占める複写機も既に
成熟製品となり，今後はカラー化，デジタル化など付加価値が加わること
はあっても，年平均10％以上の伸びは期待できない。一方，現在３割近く
のウェイトを占めているOIS（０缶ｃｅInformationSystem)やAI (Artificial
Intelligence.人工知能）関連の分野は，これからも30～40％の伸びを着実に
示し，従って90年代初頭には，これらに重点を移行しつつ年間売上高１兆
円を達成することが，同社のかかげる大方針である。
　OIS＝「人間が主役の創造的な情報環境づくり」の第一のポイントとな
るのは「情報・知識の共有化」であり，富士ゼロックス社が，ポスト複写機
戦略の柱としているのがジンズ（XINS，ゼロックス・インフォーメーション・
ネットヮーク・システム）である。これは，従来独立していたオフィス内の
情報機器をネットワーク化し，さまざまな情報・知識の有機的活用を可能
とするもので，このXINSの考え方を具現化した商品が「富士ゼロックス
8000 1NS」で，既に1982年（昭和57年）の発売以来多くのュ－ザの間で採
用されている。それは，具体的にはＬＡＮ（ローカル・エリア・ネットワーク，
企業内情報通信網）の国際基準となっている“イーサネッド（これはゼロッ
－107（80）－
できず，また地域社会に密着した営業活動を展開することが要請されたか
らである。そこで，1979年（昭和54年）３年から，国内各地において地名度
が高く信頼され，伝統と堅実な経営基盤を有する企業との共同出資で，各
地域に販売会社を設立することが決定された。販売会社は，ゼログラフィ
製品および関連諸製品の販売を事業目的として，資本金3,000万円で設立。
富土ゼロックス51%,パートナーが49％の出資比率とし，図表Ⅵに見るよ
うに各地各様の異業種と提携を組み，これまでに29（1987年現在で26社）の
販売会社が設立されている。販売会社は，それぞれの企業理念および行動
指針を定め，長期事業戦略にもとづいて社員を採用，教育し，営業，サー
　　　　　　　　図表Ｖ　富士ゼロックス販売会社所在一覧表
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（昭和55年）10月，富士ゼロックス社はＤ賞立候補宣言から２年後にデミン
グ賞実施賞を受賞することができたが，ＴＱＣを導入，ＮＸ運動を開始し
てから実に５年の歳月が流れていた。この間, TQCは品質保証を中心に
部門間の連携や協業による活動の充実へ向けられ，そのため，トップによ
る新製品の開発ステップ別診断や，方針管理，品質保証，販売管理におけ
る源流管理，新製品販売のための生産リードタイムの短縮などが実施され
た。この過程で，1979年（昭和54年）８月，製品品質審査規程が制定され，
10月には品質保証基本方針が設定され，こうしたデミング賞へ向けての努
力は，部品メーカーや子会社にまで及んでいったのである。
　富士ゼロックス社は，ニュー・ゼロックス運動を展開する一方で，レン
タル・システムとダイレクト・セールを基本とする販売戦略にも再検対を
加え，量販市場の新戦略を推進していった。まず昭和50年代に入ると，ジ
アゾ式等の複写機市場として大きな広りを持つ低コピー量の需要層が，次
第に普通紙複写機へと替っていった。成長力に富むこの市場は，従来の販
売方式では，セールス・レップ数や営業拠点数の点で十分にカバーできず，
そのうえ低コピー量の顧客のほとんどは買取り志向であった。そこで1977
年（昭和52年）４月，営業効率改善プロジェクトが発足し，結論として特定
の機種については売切り方式を導入，機械の保守サービスや消耗品の配送
はレンタルの場合と同様にすることに決定した。更に①従業員規模および
月間コピー枚数が一定数以上の事業所には従来通りの営業活動を行う，②
それ以外の市場には，別の販売チャンネルを設ける，③営業の生産性を向
上させるための仕組みとして, DCS (Daily ControlSystem 販売活動日常管
理システム）を導入する等が決定され，これらは1978年10月から全国で実施
に移されていった。
　こうしてダイレクト・セールスの効率化には成功したが，中小規模事業
所戦略としてはまだ不充分であった。大きな広りをもつ中小規模事業所市
場では，販売とサービス人員および営業拠点を大幅に増強しないとカバー
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ストの合理化，④新しい基礎技術の積極的導入の以上４項目が目標とされ
た。そして，この４つの方針に基づいて具体的な施策が展開されていった
が，まず開発部門では「3500」という製品の開発を手がけることになった。
1978年（昭和53年）１月から量産体制に入り，５月から販売を開始したこの
　「ゼロックス3500」は，ＮＸ運動の最初の成果ともなり，オイルショック
後の状況下にあって富士ゼロックス社の歴史上画期的な大ヒット商品とな
った。「3500」は，「高級品の性能を持った普及機」という製品コンセプト
のもとに，毎分40枚，２年間の完成予定が２年２ヵ月に延び，コスト面で
やや予定を上回ったものの，全体の開発費は20億円弱で従事者はわずかに
52人，富士ゼロックス社の技術陣が総力を結集して開発した純国産の製品
で，「小さくてもライオン」とのタイムリーな広告が相乗効果をあげ，市
場で爆発的に売れた。とりわけ，２台に１台が他社製品に代替したので，
オイルショック後守勢気味であった富士ゼロックス社は，これによってシ
ェアの低落傾向に歯止めをかけ，更に攻撃に転じることができた。また
　「3500」の成功はそれだけに止まらず，技術陣に自信を与え，全社員の志
気の高揚に大きく貢献し，富士ゼロックス社「第２の飛躍期」の幕開けと
もなったのである。
　1978年（昭和53年）１月，吉村寿雄社長は会長に退き，小林陽太郎が富士
ゼロックス社の三代目社長に就任した。小林はさっそく同年10月，「1980
年，デミング賞挑戦」の社内宣言を発し，次いで翌1979年10月，新年度の
スタートに当って，次のごとき昭和55年度の社長方針を発表した。「富士
ゼロックスは，顧客に最も適した品質の製品とサービスを開発し，それを
効率よくタイムリーに市場に提供する点で，超然たる水準の実現をめざす。
今年度は，あらためてこれをすべての企業活動の原点に据えて，Ｄ賞に挑
戦し，80年代にふさわしい全社的企業体質強化の飛躍的第一歩とする。」
以来，各部には連日，夜の11時，12時まで電灯が灯され，「改善」事例の
ための会議や書類の作成作業が行われ，こうした努力が実って遂に1980年
－110（77）－
信兼用型の簡易ファクシミリであることは「400テレコピア」と同じだが，
Ａ４を３分で電送でき，簡易型としてはより高速であった。 1977年（昭和
52年）６月，Ａ４を20秒で電送できる高速機「210テレコピア」の販売を開
始したが，これは，富士ゼロックス社の自主技術で開発した第１号ファク
シミリとして記念すべき製品であった。また同社はこのほか，ワードプロ
セッサ一分野等へも進出し，1978年（昭和53年）７月に「ゼロックス850 DTS
　(Display Typewriter System)」，更に1980年（昭和55年）10月，レコード処
理機能を付加した「ゼロックス860 IPS (Information ProcessingSystem)j
を発売した。
　（3）ニュー・ゼロックス運動と地域販売会社の設立
　富士ゼロックス社は，ゼログラフィ基本特許の満了による技術独占の終
焉，競合品の出現，1973年末に起きたオイルショック後の物価暴騰に伴う
顧客の経費節減の強化，コピー節約による販売実績の低下で，1974年（昭和
49年）度の決算が創業以来，初の減益というショッキングな事態になった
ことは既に述べた。このため昭和47年頃から，技術・開発部門ではＱＣ運
動,本社では合理化推進運動,営業ではＤキャンペーンあるいは3P運動と
いった販売キャンペーンを個々バラバラに推進したが，その方法は対症療
法の域を出ず一時的な効果にとどまっていた。そこで，当時の副社長小林
陽太郎を中心に，東京大学教授朝香鉄一らの指導を得て，1976年（昭和51年）
５月からニュー・ゼロックス運動（ＮＸ運動）の名のもとに全社全部門で統
計的品質管理手法（いわゆるＴＱＣ）を取入れた。このＮＸ運動の最終的狙
いは，「企業の体質を改善するため，開発・生産・営業・管理の全ての部
門に品質管理に使われている科学的手法を導入して協調体制を確立し，以
前よりも半分の時間，半分のコストで，高品質の複写機を設計，製造する
こと」にあり，具体的には，①市場ニーズに合致した新製品の早期開発，
②徹底的重点指向による営業力の強化，③源流に遡り全社一丸となったコ
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器に成長してきた会社であることと，富士ゼロックス社創立と同時に専務
取締役に就任した庄野伸雄が，かつて技術者としてフィルムの国産化に苦
闘し，戦後は富士フィルムエ務部長や開発部長を歴任した人物であったこ
とも関係している。富士ゼロックス社独自の技術力が開花しはじめたのは，
1973年（昭和48年）１月，「小さくてもゼロックス」をキャッチフレーズに
市場にデビューした世界最小の普通紙複写機「ゼロックス2200」であった。
これは，「高性能でかつ世界最小の複写機を最低の価格で造れ」との要請
のもとに，庄野や尾河洋一らを中心とする若手技術陣が，しかも富士ゼロ
ックス社独自の技術力によって最初に開発した製品である。１ヵ月のレン
タル価格が14,000円と手頃で，Ｂ４サイズ，ブックもののコピーもとれる
ということで人気を博し，以後，「2202」，「2300」，「2350」，「2830」，さら
に「2370」と続く小型複写機の原点となった。次いで同年（1973年）５月か
ら量産体制に入った「ゼロックス4000」は間もなく中高速機市場をリード
したが，これは，①「ゼロックス914」から「3600」までに至る複写機が，
リレー回路を中心としたメカニカルな構造であったのに対し，「4000」は
トランジスタやICによる電子回路が中心となっており，微調整が不要と
なって故障が格段に減少したこと，②両面コピーが取れる，の以上２点に
より，第二世代の複写機と呼ばれた。翌1974年（昭和49年）８月には「ゼロ
ックス6500」が開発されてカラー・コピー市場にも参入し，1976年（昭和
51年）10月には，毎分120枚のコピースピードを誇る超高速プリンター「ゼ
ロックス9200」が発売された。
　富士ゼロックス社は，創立10年を機にファクシミリ分野にも事業を拡大
し，これは「総合情報産業の富士ゼロックス」への脱皮をめざした出発点
ともなった。具体的には，1973年（昭和48年）３月に「ゼロックス400テレ
コピア」を，同年７月「403テレコピア」を発売した。「400テレコピア」
は，ゼロックス・コーポレーションが開発した製品で，Ａ４を４分ないし
６分で電送し，「403テレコピア」は，電話線に直接接続して使用する送受
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が全国サービス網を完成し，日本ＩＢＭも10月末には専任セールスマンの
育成を終え，キャィンは別会社であるキャィン事務機販売，キャィンカメ
ラ販売，キャィン事務機サービスを統合してキャィン販売を発足させると
いう具合であった。このような他社の動きの活発化とともに，普及機市場
ではゼロックス複写機が競合機に代替されるというケースも現れ始め，特
に1974年（昭和49年）６月，小西六が発表した「U-BIX 2000Ｒ」は，毎分
20枚のコピースピードでゼロックス機に対する初めての強力競合機となっ
た。翌1975年２月には，リコーの「DT 1200」が現れ，これも毎分20枚，
しかも卓上型で，その後普及機市場を席巻するほどの新製品となった。そ
のうえ，この時期は，ミノルタ，コピア，三田，東芝，シャープがPPC
市場へいよいよ本格的に新規参入して11社による競争へと突入し，その結
果，富士ゼロックス社は一時的に減産に追込れるという，創業以来初めて
の苦い体験をしたのである。
　　②　自主開発機の登場・情報機器への進出
　富士ゼロックス社にとって特許満了に次ぐ第２の試練は，1973年（昭和
48年）10月に勃発した第４次中東戦争が引き金となって全世界を襲ったオ
イルショックであった。石油価格の高騰は，複写機業界には電力饉飢と紙
不足による原材料の高騰という形で企業の収益性を圧迫し，それは，富士
ゼロックス社にとっても初めての減益決算となって現れた。売上高こそ
688億円と前年を27％上回ったが，税引利益は32億円弱にとどまり，前年
比で26.7％減となったのである。こうした低成長下における競争激化に対
処すべく，同社は，一方において組織の抜本的改革，工場から営業部門へ
の配置替えなど経営の合理化を徹底的に追求するとともに，他方において，
独自技術の開発に邁進し，これによって「技術の富士ゼロックス」という
企業イメージを次第に定着させていった。
　富士ゼロックス社は，販売会社としてスタートした創業時から技術部門
の育成にはかなり重きを置いてきた。親会社の富士フィルムが技術力を武
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①トランスファーの時期は1971年（昭和46年）4月21日，②土地・建物お
よび機械の譲受け，③在庫品の譲受け，④富士ライルムが開発したゼログ
ラフィ関係特許の取扱い，⑤従業員の移籍等を取決めたもので，これによ
って両工場の管理は富士ゼロックス社の下におかれた。また，次いでこの
頃，1971年４月から海老名工場の本格的建設も開始され，これら岩槻，竹
松，海老名の直営三工場の獲得によって「生産から販売までの一貫体制」
が確立され，それは自社技術体制の確立をも意味して，富士ゼロックス社
の歴史にとりまことに画期的な出来ごとであったといえる。
　（2）ゼログラフィ基本特許の満了と低成長時代への対応
　　①　ライバル会社の出現
　富士ゼロックス社が日本での専用実施権を持っていたゼログラフィに関
する基本特許は，①粉像を転写材に転写する方法，②電気的に粉像を作る
のに用いる材料，③電気写真感光板の以上３つである。　そして，1968年
（昭和43年）３月の電気写真感光板に関する特許期限を最後に基本特許が消
滅すると，各社が，成長産業である普通紙複写機市場へ参入してくること
は誰れの目にも明らかであった。事実，既に1968年４月にＮＰシステムを
発表していたキャノンがまず1970年（昭和45年）10月，「ＮＰ-1100」で最初
にＰＰＣ市場へ参入するに及んで，創業以来８年間続いた富士ゼロックス
社の独占時代は終りを告げた。翌1971年１月，日本ＩＢＭは「Copier-1」
を，相前後して小西六が「Ｕ一BIX 480」を発表し，1972年３月にはリコー
が「PPC 900」，5月には東京航空計器が「ES-X10」で参入し，市場競争
は次第に激化の様相を呈して，これら６社の競合時代へと突入した。更に，
三田工業やコピア，ミノルタ，東京芝浦電気等も既に試作機を発表してお
り，その参入は時間の問題であった。
　また競合各社は，新製品を発表する一方で，販売網の育成にも全力をあ
げていた。 1971年（昭和46年）中には，ジアゾ式複写機で実績を持つリコー
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ション，およびランク・ゼロックス社の世界戦略を継承したものに他なら
ない。
　3.富士ゼロックス社の転換期（1971～80年）
　（1）生産と販売の一体化
　富士フィルムが合弁で富士ゼロックス社を設立したそもそもの目的は，
ゼロックス・ビジネスを展開すると同時に，そのビジネスを通じてゼログ
ラフィ技術を修得することにあった。銀塩写真に次ぐ“第２の写真技術”
を獲得することによって，次の時代に備えようとしたわけであり，製造部
門を自社内に取込んだのも，もとはといえばそこに狙いがあった。しかし。
創立５周年を過ぎる頃になると新な問題が生じてきた。販売部門としての
富士ゼロックス社の成長が急激で，生産部門はそれに歩調を合わせること
が難しくなってきたからである。高い成長率を維持してきた富士ゼロック
ス社が，将来にわたって成長を続けていくためには，単に複写機を開発・
生産できる技術力だけでなく，広く情報産業へと多角化できる技術開発力
と生産体制，更にゼロックス・グループの研究・開発および生産体制の中
で重要な役割を果しうる企業体に脱皮する必要があったのである。
　岩槻光機と富士フィルム竹松工場の富士ゼロックス社へのトランスファ
ー（移管）の必要性は，ランク・ゼロックス社，更にはゼロックス・コー
ポレーションからも指摘されていたが，なかなか微妙な問題を含んでいた。
竹松工場の分離は，富士フィルムの当初の目論見を大きく修正させ，また
岩槻光機の移管は，既にその売上高の半分がゼロックス・ビジネスで占め
られていた富士写真光機にとって，死活にかかわる問題であったからであ
る。そのほか，資産評価の問題や全社員の承認を取付けるという難しい問
題もあった。しかし，富士ゼロックス社内部に早くから芽生えていた自主
製品開発への強い欲求が，製販合体を促す一つの強力な要因となって，同
社は1970年（昭和45年）11月，トランスファー契約に調印した。その内容は，
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いると思われたことと，女性の能力の有効活用を考えてのことである。前
者が登場したのは1964年（昭和39年）３月，後者は1967年（昭和42年）３月か
らであった。またサービス・エンジニアは機械のメンテナンスを担当し，
スペシャリストは，顧客の事務合理化につながる提案活動や，個別ニーズ
に適合した器材やソフトを提供，テレフォン・センターは文字どおり「ト
ラブル110番」である。更に，デリバリー・コントローラーによる消耗品
の定期配送制度は1968年（昭和43年）５月に開始され，1970年（昭和45年）６
月にはＤＩＣ（消耗品定期配送システムDelivery& Inventory Control System)
が実施されたが，同時にスペアパーツの長期需要計画も策定された。
　富士ゼロックス社の海外活動も早く，既に昭和40年から始っていた。そ
れは先ず，アジア諸国の駐留米軍からの要請に応えてサービス活動を開始
し，規模の拡大とともに駐在員事務所，営業所，合併会社へと発展し，や
がて現地生産へと飛躍していったがｊそれらの様子は図表Ⅳによって明ら
かである。同社における海外戦略の展開は，①その国の企業経営はその国
の人間にという現地主義と，②パートナーには現地の一流企業，信頼でき
る経営者を選ぶという２点が基本にあり，これはゼロックス・コーポレー
　　　　　　　図表Ⅳ　東南アジアにおける富士ゼロックス社
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タル・シリーズ」，例えば５月の「ニワトリを借りて卵をとること」や９
月の「鵜を借りて魚をとること」等のＰＲキャンペーンが頻繁に行われた
のもそのためである。こうした努力によってレンタルによるゼロックス複
写機は短期間に普及し，それは，東京，大阪，名古屋など全国的な直接販
売網の形成とともに富士ゼロックス社躍進の基礎となった。
　レンタル・システムの特長を最大限に発揮するためには，常に最良のコ
ンディションで機械が使えることが必要である。常に最良のコンディショ
ンにあるとは，コピー質が良くて，故障がなく，万一故障したとしても対
応が早く，修理時間が短くなければならない。そこで，富士ゼロックス社
では常に次の諸点に配慮していた。すなわち①定期的訪問によるコピー質
の維持，②顧客の使用量に合わせた消耗品の定期配送，③改良部品の市場
全機への無償組込み，④長期他用の無償交換，⑤故障修理即応の保全サー
ビス，⑥顧客の事務合理化につながる提案活動，⑦顧客のニーズ変化に応
ずる機種，価格の提供，⑧顧客の個別ニーズに適合した器材，ソフトの提
供等である。かくして富士ゼロックス社では，図表Ⅲに見る如く，これら
全ての機能を有機的に結合した「トータル・サービス・システム」の体制
　図表Ⅲ　富士ゼロックス社のトータル・　　づくりが検討され，これが確立
　　　サービス・システム
したのは1970年（昭和45年）の
ことであった。このうちインス
トラクトレス（女性指導員）や
ＣＳＯ（ＣｕstｏｍｅｒService Officer)
というゼロヅクス・グループに
はない独自の職種を創り，それ
を主として女性に担当させたの
は，ゼロックス複写機の効果的
な利用法の指導・助言という服
務の性格上，女性の方が適して
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創業者達はランク・ゼロックス社の提案にとまどったが，次の理由からレ
ンタル・システムの採用に踏切った。すなわち①機械本体が高価なため，
ゼロックス複写機を普及させるには，支払いの点で売切りよりレンタルの
方が適している，②機械陳腐化による損失の顧客負担を回避し，かつ顧客
の事務量変化，事務改善への対応のための機種変更に適している，③日本
で特許の独占状況があり，競合品に置換えられるリスクは少ない，④ゼロ
ックス・コーポレーションでは次々と新製品開発の計画が進められている，
⑤富士ゼロックス社は新しい企業であり，レンタル・システムに適した営
業体制を作りあげるのが容易である等による。
　富士ゼロックス社にとってレンタル方式を採用することは，複写機のコ
ストを長期間にわたって回収するので，初期にレンタル台数が急増すれば，
投資額と収入がアンバランスになってしまう。しかも複写機のレンタル料
金は，機械維持代金とコピー１枚につき一定額のコピー代金とから成って
いるので，割賦制度と異なり一定期間内に必ずコストを回収できるとはか
ぎらない。コピーが多ければ短期間に回収できるが，少なければ何年もか
かる。ここにレンタル制の難しさがあり，長期の販売計画が重要となって
くる所以がある。一方，顧客にとってレンタルの最大の長所は，資本の効
率的活用が図れるということである。レンタルは買取りと異って一度にま
とまった資金が不要であり，そのため設備予算に拘束されることが少なく
てすむ。また，経費で全額落とせるので経費処理も楽で，保険料や固定資
産税などの負担もないし，減価償却や商品の保全などの所有に伴う手間も
省ける。しかし，当時の日本では，コンピューターを除いてレンタル・シ
ステムを展開している企業はなかったので，顧客にその良さを理解させる
のは大変なことであった。セールス・レップ（単なる営業マンでなく，複写に
関するコンサルタントという同社独特のサービス観にもとづく）にとって最大の
仕事は，レンタルを説明し，納得させることであった。 1963年（昭和38年）
５月から『朝日新聞』『日本経済新聞』に掲載した全ページ広告の「レン
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開拓できなかった少量コピー層とジアゾ式複写機市場への直撃を狙いとす
る商品であった。またアメリカで開発された「813」は，欧米市場の需要
に合わせてＡ４しかコピーできなかったが，日本市場（特に官庁）ではＢ４
が必要であり，1965年（昭和40年）８月から輸入機「813」のＢ４改造に着手
した。この「813」に始まる一連の小型複写機は，「ゼロックス914」で基
礎を築いた富士ゼロックス社が，市場を拡大・独占し，地図をぬりかえて
いく戦略商品となり，同社急成長の原動力のひとつとなったのである。次
いで1967年（昭和42年）11月，富士ゼロックス社は，コピースピード１時
間2,400枚という高速の「ゼロックス2400」を市場へ導入した。コピーが
できるまでに，帯電，露光，現像，転写，定着，清掃の６段階を経るが。
「ゼロックス914」の６倍にスピードアッブするには，単純計算でも各段
階のスピードを６倍にしなければならない。それに，紙送りも６倍の速さ
が必要となり，高速化への挑戦がいかに困難であるかを理解できよう。そ
して更に，1969年（昭和44年）２月には１時間3,600枚のコピースピードを
誇る，文字通りの秒速複写機「ゼロックス3600」が登場し，これらの拡販
に側面から貢献したのがソーター（自動丁合機）の開発であった。こうして
　「ゼロックス2400」「3600」は，売上の20％を超える有力機種に成長し，
富士ゼロックス社独走の一大原動力になるとともに，高速複写機時代の到
来を告げたのである。
　（3）レンタル制の導入とトータル・サービス・システムの確立
　富士ゼロックス社創立前の1961年（昭和36年），富士フィルムの事業計画
案では複写機の売切り制を考えていた。しかし同年６月，ランク・ゼロッ
クス社は，「レンタル・システムを核としたダイレクト・セールス方式」
を営業の基本方針として提案してきた。「ゼロックスは商品を売るのでは
なく，コピーすなわち複写の機能，品質，サービスを売る」というマーケ
ティング戦略があったからである。日本では商品に関する所有意欲が強く，
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市場に成長していた。このように僅か10年足らずの間に急速に普及した理
由として，まず日本文字は英文字にくらベタイプしにくいということが考
えられ，更に1951年（昭和26年）３月，法務省が高岡市役所の要請にもとづ
いて，戸籍謄抄本のジアゾコピーを許可したことがあげられる。富士ゼロ
ックス社がこうした複写機市場で成功するためには，複写機というとジア
ゾ式を考える固定観念を打破する必要があったが，新生富士ゼロックス社
が販売の主軸とした「ゼロックス914」は，他の複写方式と比較して次の
ような長所を持っていた。すなわち①コピーは永久保存できる，②どんな
形の原稿からもコピーできる，③感光紙でなく普通の紙にコピーできる，
④コントラストの鮮明なコピーがとれる，⑤暗室を必要とせず，どこでも
使用できる，⑥乾紙であるからコピーはすぐに使用できる，⑦操作は簡単
で，スピードも速い等である。
　富士ゼロックス社は，設立と同時に「ゼロックス914」の輸入，ノックダ
ウン，そして更に国産化への具体的日程の検討に入ったが，それは思いの
ほか難事であった。特に夏の高温多湿，冬の乾燥は，複写機にとって日本
特有の故障の原因となり，また日本で調達できない部品があり，輸入品と
同等の品質を維持できなかったからである。いちばんやっかいだったのは。
図面が全てインチ・サイズで書かれており，これをすべてセンチメートル
に書換えなければならなかった。こうした数々の苦難を乗り越え，1962年
（昭和37年）９月29日，富士写真光機大官工場の一隅で「ゼロックス914 I (r>
国産１号機が完成したが，それは同時に電子複写機の国産１号機であり，
今日世界に飛翔するメイド・イン・ジャパン複写機の先駆けとなった。
　　「ゼロックス914」に次いで，1966年（昭和41年）３月, PPC史上最初の
卓上型複写機となった「ゼロックス813」（「813」は，８インチｘ13インチサイ
ズの紙にコピーがとれるということから名づけられた）の国産・発売が行われた。
「ゼロックス813」は，「ゼロックス914」の420枚に比べて１時間330枚と
コピースピードでは劣るもののコンパクトという特長があり，「914」では
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ンク・ゼロックス社の出資方法について，現物出資から現金出資への転換
要求，②富士フィルムからランク・ゼロックス社に技術援助の対価として
支払われるイュシャル・ペイメント（頭金）２億円を，分割払いから一括払
いへ変更，③ロイヤリティについては，機械５％，消耗品３％から全商品
３％への引下げ，④外貨送金の禁止，円ベース投資への切替え等を強引に
要請してきた。こうして技術援助契約および株式取得の認可だけに１年近
くかかったが，非銀塩部門への足がかりを失ってはならないとする富士フ
ィルム側の高度な判断によって，設立準備は着々と進められていった。そ
して1961年（昭和36年）12月５日，ランク・ゼロックス社との技術提携が，
　「頭金なし，但しロイヤリティを５％に引上げて支払う」という案で正式
に政府の認可を得ると，直ちに新会社の設立手続きを取り，翌1962年２月
20日，富士ゼロックス株式会社の誕生をみたのである。払込資本金は２億
円，富士フィルムとランク・ゼロックス社が一億円ずつを出資し，全く対
等の合弁会社であった。役員も，双方同人数に，取締役５名づつ，監査役
１名づつとし（但し，外人役員は全て非常勤），初代社長に小林節太郎（当時，
富士写真フィルム社長），副社長にＴ・Ａ・ロウ（ランク・ゼロックス社長）を選任
した。また富士ゼロックス社は,①経費節約,②富士フィルムの技術修得の
優先という２つの理由から販売だけに専心し，複写機本体は富士写真光機
の子会社,株式会社岩槻光機製作所が,電子写真材料や消耗品は富士フィル
ム小田原工場（1968年（昭和43年）から竹松工場）が製造することに決定した。
　（2）複写機「ゼロックス914」などの国産化
　富士ゼロックス社が設立された1962年（昭和37年）当時，日本人にとっ
て複写機とはジアゾ式複写機を指す時代で，複写機市場に占めるその比率
は，実に70％以上に達していた。日本でジアゾ式複写機が開発・製造され
たのは1951年（昭和26年）といわれ，それが1960年（昭和35年）には，メー
カーは約10社（リコーがその最大手ターカー）にのぼり，総売上高41億円の
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の生産再開を命じたからである。しかし，同社最大の弱点は，有限の天然
資源である銀を主原料としているため供給不安があり，将来にわたって経
営の安定を図るために非銀塩部門への多角化が模索された。そして，その
ひとつに電子写真があり，当時の社長春木栄は1957年（昭和32年）３月，ゼ
ログラフィのライセンス獲得を指示したのである。一方，海外の多国籍企
業にとって，高度経済成長下の日本は魅力的な市場であった。日本への進
出は，同時にアジアに拠点を構築することも意味していたからである。英
国ランク・ゼロックス社が日本進出を決意したのは1958年（昭和33年）頃
のことで，今日のゼロックス・コーポレーションは代表的な多国籍企業で
あるが，当時のハロイド・ゼロックス社もランク・ゼロックス社も，まだ
小規模な企業にすぎなかった。特にランク・ゼロックス社の場合，設立後
わずか２年余り，ヨーロッパ諸国に経営圈を確立するのに精一杯で，とて
も極東市場まで手が回らないのが実情であった。
　ランク・ゼロックス社の社長トーマス・Ａ・ロウが，27社にのぼる数多
い候補企業の中から富士フィルムを提携先として選定した理由としては，
①日本の写真フィルム業界における同社の地位，技術と品質，②ゼロック
ス事業に対する富士フイルムのなみなみならぬ熱意もさることながら，③
青年時代にイギリスで７年間生活した経験を持つ小林節太郎（当時副社長）
をはじめとする，同社の経営陣に対する強い信頼関係があげられる。
　だが，実際に･富士ゼロックス社が設立されるまでに，それから５年の歳
月を要したが，その間の道は決して平坦ではなかった。まず第１に，富士
フィルムではライセンスの取得だけを考えていたのに対し，ランク・ゼロ
ックス社は当初から合弁事業形態の提携を考えていたこと，そして第２に，
ランク・ゼロックス社にとってはなによりも外資法の厚い壁があったこと
である。当時の日本経済は，外貨準備が20億ドルを割るという慢性的な外
貨不足に悩まされており，外貨が国外に持ち出されることを極端にきらっ
ていた。このため大蔵省は，富士フィルムの合弁事業申請案に対し，①ラ
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を社内に積極的に取入れ，その成果が認められて1980年（昭和55年）には
デミング賞を受賞した。このデミング賞受賞に象徴されるように，自社開
発製品の品質や技術が世界のゼロックス・グループのなかで高く評価され，
富士ゼロックス社の製品は今日ますます，グループ各社に供給されるまで
に力をつけてきている。
　創立以来，販売方式としてはレンタル制を採用している。これは，ユ一
ザーに機械を貸してその効用をフルに発揮してもらう合理的なシステムで，
つねにベストコンディションで鮮明なコピーがとれるよう，サービスに万
全を期している。現在，リース，売切り制も導入しているが，サービスの
基本姿勢は変らない。また1970年（昭和45年）のゼログラフィ基本特許の
満了以降，日本国内でもPPC (Plain Paper Copier. 普通紙複写機）市場の
競争は激しく，このため従来の直販網だけではカバーしきれなくなった小
規模事業所を，地域販売会社や特約店でカバーするというエンドューザー
に密着した販売体制を構築しつつある。しかし，成熟商品化したといわれ
る複写機の今後の伸びはそれほど多くを期待できず，従って，富士ゼロッ
クス社が複写機と並ぶこれからの経営の柱に育てようとしているのが，フ
ァクシミリ，パソコン，ワークステーション，人工知能, LANなどのシ
ステムＯＡ部門である。経営にあたっては現地主義が貫かれており，日常
の経営はすべて日本人によって行われており，同社は「日本で最も成功し
た合弁事業」としても多大の関心を集めている。
　2.ゼロックス・ビジネスの修得時代（1962－70年）
　（1）富士ゼロックス社の設立
　戦前に比べ，戦後の富士写真フィルム社（1934年（昭和9年）に写真フィル
ムの国産化をめざし，大日本セルロイド社のフィルム開発部を独立して設立）のス
タートは比較的順調であった。 GHQ （連合軍総司令部）が治安維持と民心
安定の道具に映画を位置づけ，早くも1945年（昭和20年）10月にフィルム
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ンク・オーガュゼーションの合弁会
社として設立）と，富士写真フィル
ム社の折半出資による合弁会社と
して発足し，革新的なゼロックス
複写機「914」の販売を開始した。
当初，複写機，消耗品の生産は，
富士フィルムおよび系列会社で行
われていたが，図表Ⅱに見る如
く，電子複写機の売上は予想を上
回る急成長を遂げ，1971年（昭和
46年），富士フィルムの竹松工場
等を富士ゼロックス社に移管して
製販の一体化がはかられた。海外
市場への進出も早く，まず1965年
（昭和40年）のフィリピンからスタ
ートして，その後タイ，台湾，イ
ンドネシア，韓国へ合弁会社ある
いは代理店の形態で進められ，東
南アジアにおける拠点構築を強力
に推進していった。また1973年
（昭和48年）には富士ゼロックス社
として初の自主開発機「ゼロック
ス2200」を発売し，これを第一弾
に新機種を相次ぎ市場に投入して
いった。更にこうした自主開発が
進むなかで，1976年（昭和51年）
からＴＱＣ（全社的品質管理）活動
図表Ｈ　富士ゼロックス社の資本金・
　　　売上高・経常利益の推移
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図表Ｉ　富士ゼロックス社略史
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研究ノート
　　　　　在日外資系企業の事例研究（Ｈ）
　　　　　　　　　-一富士ゼロックス社一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口一臣
　1.会社の沿革
　従来の写真は，ハロゲン化銀が光の作用で還元される性質に基づく化学
的写真法であったのに対し，光の作用で電気が流れやすくなる物質を利用
した電子写真法が，物理的写真法として登場してきた。このうちゼログラ
フィ（電子複写方式）は，米国のチェスター・Ｆ・カールソンが，1938年
（昭和13年），いおう，セレンのような物質の光電導効果を静電荷像形成に，
結付ける像形成技術を発明したことに始まる。カールソンのアイデアは，
その後，バテル研究財団で具体化され，ハロイド社（1906年に写真印画紙メ
ーカーとしてニューョーク州ロチェスターで創立，1955年にハロイド・ゼロックス
社，更に1961年，現在のゼロックス・コーポレーションと社名変更）によって事
業化された。同社は，1950年（昭和25年）にゼログラフィのプロセスを応
用して簡易オフセットの刷版をつくるための「ゼロックス・モデルＡ型」
複写機を開発したが，1959年（昭和34年）９月，普通紙にコピーのとれる
世界初の完全自動複写機「ゼロックス914」（この商品名は，９インチｘ14イン
チの文書のコピーがとれるというところからきている）を発表，翌1960年からレ
ンタルを開始し，これによって新しい複写時代の到来を告げた。
　富士ゼロックス社は，1962年（昭和37年）２月，このゼロックス社の北
アメリカおよびカナダを除く世界の全地域での製造・販売権を有する英国
ランク・ゼロックス社（1956年，ハロイド・ゼロックス社とイギリス映画会社ラ
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